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はじめに 
 
 
○ 災害対策基本法（昭和 36 年法律第 223 号）の一部改正（平成 25 年 6 月）

において、 
・高齢者、障害者、乳幼児その他の特に配慮を要する者（以下、「要配慮者」

という。）のうち、災害発生時の避難に特に支援を要する者の名簿（避難行

動要支援者名簿）の作成を市町村長に義務付けるとともに、名簿の作成に必

要な個人情報の利用が可能となるよう個人情報保護法制との関係を整理し、

名簿の活用に関して平常時と災害発生時のそれぞれにおいて避難支援者に

情報提供を行うこと 
・避難所における食料、衣料、医薬品その他の生活関連物資の配布及び保健医

療サービスの提供その他避難所に滞在する被災者の生活環境の整備等に努

めること 
として、同法に必要な規定を設けた。 

 
○ 上記の改正を受けて、平成 25 年 8 月に、 
・「災害時要援護者の避難支援ガイドライン」（平成 18 年 3 月）を全面的に改

定し、避難行動要支援者名簿の作成・活用に係る具体的手順等を盛り込んだ

「避難行動要支援者の避難行動支援に関する取組指針」 
・避難所の運営等に当たって、その取組を進める上で参考となるよう、主に市

町村を対象とした「避難所における良好な生活環境の確保に向けた取組指針」 
を策定し、都道府県を通じて実施主体である市町村に通知した。 

 
○ これらを受け、平成 25 年 10 月から 11 月にかけて、全国９か所でブロック

会議を開催し、都道府県・市町村の防災担当者や福祉担当者を対象として、

改正後の災害対策基本法及び両取組指針の内容について周知し、市町村にお

ける取組が徹底されるよう働きかけてきた。 
また、同会議においては、要配慮者等の避難支援対策や避難所における良好

な生活環境対策に取り組むための参考となるよう、現在地方公共団体におい

て取り組まれている事例が発表された。 
 

○ 上記のような、これまでの取組を踏まえ、今般、同会議の中で発表された

事例に加え、会議後に地方公共団体から提供された事例及びブロック会議の

質疑応答を整理し、「避難行動要支援者対策及び避難所における良好な生活環

境対策に関する参考事例集」として作成したので、今後の避難行動要支援者

対策及び避難所における良好な生活環境対策を進める上での参考としていた

だきたい。 
 
○ なお、避難行動要支援者対策の事例については、災対法改正前より取り組

まれてきた事例を掲載したものであり、法改正に伴い新たに必要となる名簿

の作成方法や同意の取得方法については、「避難行動要支援者の避難行動支援

に関する取組指針」（平成 25 年 8 月）、災害対策基本法等の一部を改正する法

律による改正後の災害対策基本法等の運用について（平成 25 年 6 月）、巻末

の質疑応答等を参考としていただきたい。 
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